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はじめに
　現代資本主義の生産力構造を理解するためには，先ずr資本論』における
相対的剰余価値の生産，機械制大工業の理論構造を明確にしておくことが必
要である。いわゆる相対的剰余価値論とされるものは，『資本論』第一部第4
編において展開されているのであり，特に第11章「協業」，第12章「分業とマ
ニュファクチュア」，第13章「機械と大工業」がその分析に当てられている。
差し当たりの問題は，この三者の論理的連関をどのように理解するかという
ことである。マルクスは，機械制大工業の分析を意図して協業と分業の考察
を行なったのであるが，そのことは如何なる意義をもつのかということが明
らかにされておかねぽならないのである。
　エンゲルスは，『反デューリング論』において，この第4編の意義について
次の様に指摘している。
　「これらの分散した，極限された生産手段を集積し拡大して，強力に作用
する現代の生産の槙秤に変えること，これこそが，資本主義的生産様式とそ
の担い手であるブルジョアジーとの歴史的役割であった。この両者が，15世
紀このかた歴史的に，単純協業とマニュファクチュアと大工業という三つの
段階を通じてこのことを成し遂げた次第を，マルクスは『資本論』第四編で
詳しく描いている」。（1）
（D　rマルクス・エンゲルス全集』第20巻，大月書店，278頁。
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　エンゲルスは，『資本論』において考察されている協業，分業，機械を歴史
的，段階的な展開に対応するものとして理解しているのである。これに対し
て，戸木田嘉久氏は，協業，分業，機械の三者を「単に歴史的・段階的な叙
述として包括的に理解するだけで」は十分ではなく，それらについての「論
理的展開の叙述としても，これらを理解する必要」（2）があるのであり，三者を
「論理的段階的叙述として把握する」ことによって，資本主義的工場の本質
理解において「『協業や分業』にもとつく『労働の社会的自然力』の取得，最
新の科学技術や自然力の独占的な占有とその利潤生産への転化，指揮・監督
労働の拡大」（3＞という重要な論点を明確にすることができるのであり，それ
故，第4編の「論理的段階的叙述」としての把握は，「『資本論』の研究」と
「現代の巨大工場の分析研究」とを「結合する」（4）うえで妬めて重要であると
されている。
　ここで，協業，分業，機械を「歴史的・段階的」に叙述することは『資本
論』の理解として適切ではないということは確かであると思われるのである
が，それら三者を「論理的段階的」に叙述するということはかならずしも明
確ではないのである。協業，分業は労働編成に関わり，機械は労働手段の編
成に関わるのであり，しかもマニュファクチュア的分業を規定しているの
は，道具なのである。戸木田氏が三者を「論理的」に叙述するとされている
ことの内容が明確にされねばならないのである。結論的に言えば，この三者
を貫通する基本的契機は協業であり，「労働過程の協業的性格」の強化とし
てその展開を捉えることが必要であり，しかも協業形態は必然的に指揮，監
督という管理機能を伴うのである。三者がそのような関係にある場合，「論
理的」とは何を意味するのかということが問題であるといえよう。
（2）三木田嘉久「剰余価値論」rマルクスr資本論』の研究』（上）新日本出版社，1960
　年，257頁。
（3）同上，259頁。
（4）同上，260頁。
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　これに対して，今日のメカトロニックス技術の研究に際して第4編の意義
をむしろ消極的にしか把握されていないのは，山下幸男氏である。山下氏
は，第4編研究の意義について次の様に指摘されているのである。
　「第4編において考察されている技術は機械に限定されており，又労働に
ついての考察は当時のイギリスの繊維産業を表象とされた『機械体系』につ
いてのものである。従って，第4編の考察を今日のメカトPニックス技術の
研究と，それを生み，それを技術的基礎としつつある資本主義寄生産様式の
研究に直接には適用出来ない」。（5）
　山下氏は，現代資本主義における生産様式，或はその技術的基礎の分析に
おいて，『資本論』は「直接には適用出来ない」とされるのである。『資本
論』が分析対象としたのは，18世紀後半から19世紀中葉のイギリスにおける
資本主義であり，そこから析出された理論は，直接現代の資本主義に適用出
来ないということは，ある意味では当然のことである。資本主義の発展段階
が大きく相違しているにも関わらず，それを無視してしまうならば，現代資
本主義を全機構的に分析することは不可能である。
　確かに，『資本論』の規定を現段階の資本主義分析に「直接的」に適用する
ことは誤りである。しかし，それは『資本論』の，特にここでの第4編の考
察に積極的意義が無いということではない。というよりも現段階のコン
ピューター体系，或はオートメーション段階を分析するためには，第4編
の，特に機械制大工業の理論構造を明らかにしておくことは絶対的に不可欠
である。資本制生産の技術的基礎である機械とは何かを明確にすることは，
「機械体系」と「コンピューター体系」との相違性と類似性を明らかにする
ために必要であるし，マルクスが機械と技術発展に際して定式化している法
則性は，現段階のオートメーションの理論的性格を規定するに際しても欠く
（5）山下幸男「〈『資本論』第1巻第4編の技術と労働〉のもつ射程」『中京商学論叢』
　34－2，1987年。50頁。
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事はできないのである。そこで必要なことは第4編が現代資本主義の研究に
おいて直接適用できないことを強調することではなく，その第4編から現代
資本主義分析のための理論的手掛かりを如何に引き出すかということであ
る。それは現代資本主義の分析に際して古典を研究することを如何に理解す
るかという問題でもある。
（1）剰余価値の生産方法
　《「労働日の延長」と剰余価値の生産》
　資本は，剰余労働を剰余価値として取得することにおいて資本として規定
されるのであり，自分自身を増殖する価値として資本となるのである。それ
故，資本制生産とは本質的に商品の生産を通して剰余価値を生産する生産様
式のことであり，剰余価値の無制限的追求をその規定的動機とするものであ
る。資本制生産における剰余価値の増大は，一般的剰余価値率を高くするこ
とによって行なわれるのであるが，その方法には二通りある。第一は，労働
日を絶対的に延長し，剰余労働を直接的に増大することによる方法であり
（＝剰余価値率の分子の増加），第二は，必要労働を短縮して，必要労働と剰
余労働という労働日の二つの構成部分の量的割合を変化させることによる方
法である（＝剰余価値率の分母の縮小）。このうち「労働日の延長」によって
生産されるものを絶対的剰余価値といい，「必要労働の短縮」から生ずるも
のを相対的剰余価値という。絶対的剰余価値の生産においては「労働日の長
さだけ」を問題にすることになるのであり，相対的剰余価値の生産において
は「労働の技術的諸過程と社会的諸編成とを徹底的に変革する」（Kap，1．
535）こと，従って，労働生産性の上昇を問題にすることになるのである。そ
れ故，剰余価値の生産は，「労働日の延長」と「労働の生産性の上昇」の二契
機において行なわれるのである。資本制生産が支配的になっているという状
況のもとでは，資本は剰余価値論の増大方法として，「労働日の絶対的延長」
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か「労働の生産性か強度の変化」の「どちらかを選ばなければならない」
（Kap．1．536）のである。（6）
　ここでの問題は，絶対的剰余価値の生産方法である「労働日の延長」は，
剰余価値の生産において如何なる意義を持つのかということである。そ流は
かの二契機を如何なる関係におけるものとして規定するかということでもあ
る。二契機を発生史的関係において規定した場合，労働時間延長についての
資本の内在的衝動は，資本制生産の確立期にのみ固有なものとして把握さ
れ，発展した資本制生産において「労働日の延長1の果たす機能が過小にし
か評価されえないのである。剰余価値の発生根拠は，必要労働を越えての労
働時間の延長にこそ存するのであるが，「労働日の延長」のこのような剰余
価値の生産における本質的な規定が全く欠落してしまうのである。
　例えば，ローゼンベルグは，労働日を延長して他人の労働を搾取するとい
う方法は，「その本質においては封建領主及び奴隷所有者の方法と異なると
ころがない」としている。ローゼンベルグは，「労働の生産性の上昇」におい
て初めて「資本家はいわば自分自身の道に踏み出す」としているのである。
それ故，「労働日の延長」と「労働の生産性の上昇」との問に原則的な相違が
存し，「前者は，意識的に行なわれ」るのに対して，「後者は，自生的に行な
われ，資本制にのみ固有な方法である」とされるのである。の
　ロ一戸ンベルグにおいては，労働日の延長には超えることの出来ない肉体
（6）桜井毅氏は，絶対的剰余価値と相対的剰余価値との相違について，それは「剰余価値
　の生産方法の相違」のことであるとされ，r相対的剰余価値という概念は，絶対的剰余
　価値と区別されるものとして自立的に存在するものではなくて，剰余価値が労働力の
　価値との関連の中で，可変的な量：として位置付けられた時，その剰余価値を相対的なも
　のとして認識するということ」であり，「結局，絶対的剰余価値は剰余価値一般を明ら
　かにするのに対して，相対的剰余価値は，剰余価値が必要労働との関係で可変的な引き
　さになりうるということを，生産力の向上の歴史的過程の中で明らかにしたものと考
　えられる」のであり，「絶対的剰余価値或は相対的剰余価値の生産方法ではなくて，剰
　余価値の絶対的な生産方法或は相対的な生産方法という方が適切」であるとされてい
　る。r宇野理論と資本論』有斐閣，1979年142～6頁。
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的・社会的限界が存するために，絶対的剰余価値生産には一定の制約があ
り，それを克服するものとして，相対的剰余価値の生産への移行が必然であ
るものとして，両者の関係が理解されているのである。しかし，ローゼンベ
ルグのこのような所説は，結論的には労働力の価値の低下＝労働の生産性の
上昇による剰余価値の生産方法のみが資本制生産に固有なものとみなすこと
であり，「労働日の延長」が「資本主義的生産の内在的衝動」の実現として，
資本制生産に一般的な傾向であることを見ないことにもなるのである。
　ここでは差し当たり，マルクスが「労働日の延長」を単に資本制生産の端
緒的方法としてではなく，より基礎的に剰余価値の発生根拠として問題にし
ていることを確認しておこう。
　マルクスは，「資本は，自分が征服する労働者の技術的性格に対して，差し
当たりは無関心」であるとする。資本は，「労働過程を，自分の前にある通り
の形で取入れ」（Kap．1．257），「歴史的に与えられたままの労働の技術的諸
条件をもって，労働を自分に従属させ」（Kap．1．325）ようとするというこ
とである。それ故，「労働日の単純な延長による剰余価値の生産は，生産様式
そのもののどんな変化からも独立に現われ」（Kap．1．325）るのである。剰
余価値の発生根拠を明らかにするためには，生産様式の変化とは無関係に，
労働者が自分の価値の等価だけを生産した点を越えて行なう労働一剰余労働
一にこそ剰余価値発生の現実的基盤が求められねばならないということであ
（7）ローゼンベルグr資本論注解』第2巻，開成社，1960年，340～2頁。同様の主張は，
　海道勝国訓においても見ることができる。「資本の無制限な価値増殖欲はまず労働日の
　延長に現われるが，これにば肉体的＝精神的限界や労働者の反抗がある。そこで資本は
　自己の価値増殖欲を充たすために別の剰余価値生産の様式をあみだす」とされている。
　そこでは，「労働日の延長」には一定の限界が存することから，それとは別の生産様式，
　生産力の上昇が追求されるものとされているのである。しかし，そのような理解では
　「労働日の延長」が剰余価値の生産においてもつその本質的な，そして基底的な意義が
　見失われてしまうものといえよう。「剰余価値の生産」r新マルクス経済学講座』1（マ
　ルクス経済学入門）有斐閣，1972年。97頁。
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る。「労働日の延長」についてのこのような規定は，それを資本制生産の一般
的，基底的方法として規定することによってのみ可能なことである。それ
故，「労働日の延長」は，「資本主義的体制の一般的基礎をなし，又相対的剰
余価値の生産の出発点をなしている」（Kap．1．534）ものとして規定されう
るのである。⑧
　かくて，資本制生産において「労働日の延長」が剰余価値の発生根拠を明
らかにする基本的規定であるとすれば，資本制生産が行なわれる限り，資本
は労働日の延長を目指すものとして理解されねばならないのである。
　ところで，資本の生活衝動とは，「自分を価値増殖し，剰余価値を創造し，
その不変部分，生産手段で出来るだけ多量の剰余労働を吸収しようとする衝
動」（Kap．1．241）のことであり，この価値増殖への渇望は「労働日の際限
のない延長への衝動」（Kap．1．245）として現われる。この「労働日の延長
への衝動，剰余労働に対する人面的渇望」（Kap．1．267）の故に，「だか
ら，1固まる24時間中の労働を我が物にすることこそ，資本主義的生産の内
在的衝動」（Kap．1．266）とされるのであり，「24時間生産過程」（Kap．1．
267）こそ，資本の本望とされるのである。そのような労働日の無制限的な延
長の傾向に対して，「資本の衝動を制御する」ものとして「標準労働日」の制
定が問題になるのである。
　「標準労働日の制定」は，「資本家と労働者との何世紀にもわたる闘争の結
果」（Kap．1．282）であり，「長い期間にわたって資本家階級と労働者階級
との間に多かれ少なかれ隠然と行なわれていた内乱の産物」（Kap．1．313）
である。しかし，それは資本家階級が労働者階級に一方面に譲歩したことに
よって制定されたのではなく，資本においても労働日を一定の限界において
（8）「労働日の延長」，絶対的剰余価値論を剰余価値の起源の問題として論じたものは少な
　くはないが，例えば，冷徹「マルクスの絶対的剰余価値論一ディテルとマルクスー」『経
　済論叢』126一　3・4。
一65一
66
制限することは，「労働力の正常な維持」のために不可欠であるという客観
的根拠をもつものであったのである。剰余価値生産において標準労働日の制
定は，「資本家と大地主との支配する国家の側から」の「労働力の無際限な搾
取への資本の衝動への制御」（Kap．1．247）を意味するものであるという点
において，総資本の観点に関わるのである。
　マルクスは，「労働日の反自然的な延長」は，「個々の労働者の生存期間，
従ってまた彼等の労働力の価値の耐久期間を短縮するならば，消耗した労働
力の一層急速な補填が必要になり，従って労働力の再生産には一層大きい消
耗費が入ることになり，それは，機械の摩滅が早ければ早い程その毎日再生
産されるべき価値部分が一層大きくなるのと，全く同じことである」（Kap．
1．277）としている。ここでの「労働力の価値の耐久期間〕を「短縮」する
のではなく，「延長」するということは，「労働力の毎日可能な最大の支出」
（Kap．1．276）をその内的本性としている個別資本のとりうるところでは
ないのである。「それだからこそ，資本は，それ自身の利害関係によって，標
準労働日の設定を指示されている様に見える」（Kap．1．277）とされるので
あり，標準労働日を制定する現実的根拠が総資本には存しているものとして
理解されねばならないのである。
　《相対的剰余価値と特別剰余価値》
　相対的剰余価値の生産は，必要労働を短縮するように労働過程を革新する
ことによって行なわれるのであるが，それには「慣習的な生活手段の範囲に
属するか又はそれに代わりうる生産物を生産する産業部門を生産力の上昇が
捉え」（Kap．1．330）ることが必要なのである。個々の資本が惹起する生産
力の上昇が一般的剰余価値率に影響を与えるのは，それが「必要生活手段の
生産部門を捉えた時，従って，必要生活手段の範囲に属していて労働力の価
値の要素をなしている諸商品を安くした時に，初めて起きる」（Kap．1．
334）のである。それ故，相対的剰余価値の生産は，労働生産力の上昇が社会
的規模において惹起されたことの一般的な結果を意味するものであり，「資
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本主義的生産の総体から帰結する一般的な関係」（9＞として規定することがで
きるのである。
　その際，問題になるのは，個々の資本がそれがいずれの生産部門に属した
としても，「労働過程の技術的諸条件及び社会的諸条件を，従って，生産様式
そのものを変革」（Kap．1．330）しょうとするのは，直接的には労働力の価
値低下を意図したものではなく，より大なる剰余価値，特別剰余価値を「叩
き出す」（Kap．1．333）ためであるということである。個々の資本の現実的
運動において追求される労働の生産性上昇とその労働の生産性上昇が一般化
したことの結果としてのみ達成される労働力の価値の低下とは，如何なる関
連にあるのかということが問題なのである。ここで，結論的に言えば，労働
力の価値低下による剰余価値生産＝相対的剰余価値の概念の定立とは，個別
資本の運動としてのみ追求される生産力の上昇が如何にして社会的総資本に
おける生産力の体系，従って社会的生産力水準の上昇を惹起することができ
るようになるのかというその機構を明らかにすることであり，それ故，資本
制生産における生産力上昇の特殊な様相を明らかにすることに関わる問題な
のである。
　マルクスは，相対的剰余価値と特別剰余価値の関係について，「我々はこ
の（労働力の価値低下という……引用老）一般的結果を，ここでは，あたか
もそれが各個の場合の直接的結果であり，直接的目的であるかのように取り
扱う」（Kap．1．331）としている。即ち，個別資本の運動の「直接的目的」
と社会的総資本における「一般的結果」とを同一のものとみなすということ
である。個別資本が生産力の上昇を行なうことによって結局は，労働力の価
値低下という結果に寄与することにおいて，「彼は一般的剰余価値論を高く
することに寄与」しているということである。すべての生産部門における労
働の生産性の上昇は，労働力の価値の低下という「結果に寄与する」ものと
（9）戸木田，前掲書，252頁。
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して個別資本における生産性上昇が直ちに相対的剰余価値の生産であるとさ
れているのである。それ故，マルクスは，「彼は，資本が相対的剰余価値の生
産において全体として行なうことを，個別に行なう」（Kap．1．334）ことで
あるとしたのである。
　しかし，社会的総資本の内的本性と個別資本の運動とを同一視するという
前提は無限定的に行なわれているのではなく，それを支えているのは，次の
ような想定である。
　「必要生活手段の価値は，その再生産に必要な労働時間が減少するにつれ
て減少するのであり，この労働時間全体の短縮は，かの種々の特殊な生産部
門のすべてにおける労働時間の短縮の総計に等しい」（K⑳．1．331）。
　個々の資本において惹起された労働生産性の上昇は，当該生産部門におけ
る必要労働時間を短縮するにすぎないが，そこで惹起された生産力上昇が全
生産部門に波及することによって消費財における必要労働時間が短縮される
ことになるのである。マルクスは消費財の生産のための諸商品の生産におけ
る必要労働時間の短縮の総計が，労働力の再生産のための必要労働の短縮，
労働力の価値の低下の総額に等しいとしているのである。そのことは，結論
的に言えば，個別資本の取得した特別剰余価値の総額と結果的に相対的剰余
価値の生産として増加せしめられる剰余価値の量とが相等しいということで
ある。個別資本が労働の生産性を上昇させ，その生産部門における商品の生
産に必要な労働時間を短縮することによって得られる特別剰余価値は，新た
な生産力水準が確立すれば消滅してしまうものであるとはいえ，社会的総体
としては剰余価値の純増加を意味することになるのである。そのことは，個
別資本の導入した新鋭の機械設備はいまだ社会的生産力体系を構成しうるも
のとなっていないにもかかわらず，それが創出する価値を社会的価値として
規定するということである。そこでは，個別的価値でしかないにもかかわら
ず，従って転化の機構を媒介することなく，直接的に社会的価値として規定
されているのである。
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　確かに，マルクスは，同時に「資本の一般的な必然的な諸傾向は，その現
象形態とは区別されねばならない」（Kap．1．331）としているのである。即
ち，剰余価値の増大の．teめに「一般的剰余価値率を高くすること」が「資本
の一般的な必然的な諸傾向」であるが，それ自体は現象においては直接的に
現われるわけではなく，個別資本における労働の生産性上昇の追求として行
なわれるということである。それ故，マルクスは，一方面は資本の内的本性
とその現象形態とは区別されねばならないとしながら，他方では現象と本
質，個別資本と社会的総資本とを同一視しているのである。しかし，それは
「相対的剰余価値の生産の理解」のためにとられた方法であるといえよう。
資本の内的本性を明確にするために必要な方法であったのである。労働力の
価値低下を直接的に惹起するような労働の生産性上昇は極めて限定された特
定の生産部門における問題である。しかし，間接的に，結果としては全生産
部門における生産力の上昇が労働力の価値の低下をもたらすのである。その
ような再生産的連関性を問題にしないで相対的剰余価値の生産を論じるため
の方法であったのである。マルクスが意図したことは，労働の生産性の上昇
は，資本の内在的衝動であるが，資本制生産の下では，個別資本の運動とし
てのみ惹起されるのであり，そこに個別資本と社会的総資本との相違が存す
るということである。
　かくて，労働力の価値の低下した大きさが個々の商品の生産において短縮
された必要労働時間の総計に等しいとすることによって，経過的にのみ成立
するものとしての特別剰余価値が社会的に実体を与えられることになるので
あり，そのようなものの総計として相対的剰余価値の概念が設定されている
のである。
　以上のことはマルクスにおいては，特別剰余価値は相対的剰余価値と区別
される独自の範疇としてではなく，その一つの特別な形態として把握されて
いるということを示すものである。それ故，マルクスは，次の様に相対的剰
余価値と特別剰余価値との問の明確な区別を厳守することなく，資本制生産
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における生産力上昇の特殊性を問題にすることができたのである。㈹
　「機械は，労働力を直接に減価させることと，労働力の再生産にはいる諸
商品を安くして労働力を間接に安くすることとによって，相対的剰余価値を
生産するだけではなく，機械が最初にまばらに採用される時には機械所有者
の使用する労働を一乗された労働に転化し，機械の生産物の社会的価値をそ
の個別的価値よりも高くし，こうして資本家が一日の生産物の一層小さい部
分で労働力の日価値を補填しうるようにすることによっても，相対的剰余価
値を生産する」（Kap．1．427）。
　ここでは，機械が二つの側面において相対的剰余価値を生産するとされて
いるのである。その第一は，労働力の価値を低下させることによるものであ
り，本来の相対的剰余価値の生産である。そこで機械が「労働力を直接に減
価させる」ということは，熟練労働から単純労働に労働そのものが置き換え
られるということである。それは個別資本の直接的目的とするところではな
く，社会的総資本の一般的結果としてのみ達成されることである。第二は，
機械の採用を「一種の独占」として特別剰余価値を発生せしめることによっ
てである。そこでは，特別剰余価値の発生が同時に相対的剰余価値の生産で
あることが暗黙の前提とされているのであるが，しかし，既に指摘したよう
にそれは決して無限定的に行なわれているのではない。
　佐武弘章氏は，r資本論』のこの箇所について，ここでは相対的剰余価値の
（10）守屋典郎氏は，特別剰余価値をもって，絶対的剰余価値および相対的剰余価値と並ぶ
　剰余価値の第三の範疇とすることは誤りであり，「特別剰余価値の性質は利潤論で初め
　て展開されるもので，剰余価値はあくまで二つの範疇いがいには存しない。マルクスが
　特別剰余価値を問題にしたのは，価値法則という一定の法則が，ある一定の場合にどの
　ようにして基礎の内部に現れ，その促進力を発揮するか，ということを示しているに過
　ぎない」（守屋典郎「資本と剰余価値」『講座資本論の解明』1，理論社，1951年。55～
　6頁）とされている。しかし，絶対的剰余価値と相対的剰余価値の相違とは剰余価値の
　生産方法の相違の問題であるとすれば，剰余価値について二つの範疇を設定すること
　も正しくないといえよう。
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生産について少なくとも三つの生産方法が指摘されているとされる。①生活
手段の単位価値を低下させる方法。②生活手段の範囲・分量を縮小させる方
法（労働力の実存形態の変化）。③例外的生産力をもつ労働により，平均労働
以上の価値を生産する方法。このうち①と②は労働力の価値低下を媒介と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s
し，③は，労働力の価値の不変のもとで剰余価値の増大を問題にしたもので
あり，夫々，相対的剰余価値の「一般的」生産方法，「特殊的」生産方法，
「個別的」生産方法であるとされるのである。（11）
　更に，三つの生産方法について，次のように総括されている。
　「相対的剰余価値の一般的生産方法は，とくに生活手段生産部門の労働生
産力の発展の『一般的結果』であり，生活手段価値の低下から『間接的』に
生ずるのに対し，その特殊的生産方法は，当該産業部門の労働形態の変化か
らr直接的』に生ずる。そのイ固別的生産方法が単に経過的であるのに対し，
その特殊的生産方法は労働力の実存形態そのものを変化させる」。（12）
　かくて，佐武氏は，特別剰余価値の生産と相対的剰余価値の生産につい
て，マルクスにおいては特別剰余価値の生産のみに「資本の生産力の発展の
原動力が求められていたのではなく」，その発展は「自己目的」として捉えら
れていたのであり，「両者の問に相対的剰余価値の特殊的生産方法を介在さ
せるならぽ，この特殊的生産方法は資本の生産力の発展のr直接的目的』で
あると同時にその『一般的結果』でもある。従って，資本の目的や動機をめ
ぐっての相対的剰余価値の一般的生産：方法と特別剰余価値の生産との直接的
対比による両者の区別づけはその根拠を希薄化することになる」（13）とされる
のである。
　しかし，資：本の価値増殖に対する衝動は，総資本の観点において現実化す
（11）佐武弘章「絶対的及び相対的剰余価値の概念について」『社会問題研究』30－！，56
　頁。
（12）佐武弘章「相対的剰余価値の特殊的生産方法について」『経済学雑誌』82一　2，44頁。
（13）同前。
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るのではなく，個別資本において顕現するのである。問題は，この両者の相
違として資本制生産における生産力の上昇が惹起されることに存したのであ
る。佐武氏においては，生産力の上昇について総資本の観点と個別資本の観
点との相違が全く区別されえないことになるのである。特別剰余価値の生産
方法を，相対的剰余価値の一般的生産方法に対して個別的生産方法として規
定するのは相対的剰余価値と特別剰余価値との範疇的相違を曖昧にするもの
でしかない。前者は結果として成立する概念であり，後者は経過的にのみ成
立する概念なのであり，両者は区別されねばならないものである。
　更に，佐武氏は，生産力の上昇が生産物の価値低下のみならず労働力の実
存形態の変化（労働形態の簡単化・労働力の抽象化）を惹起することが相対
的剰余価値の生産の一般的生産方法であるとされ，消費財の価値低下による
相対的剰余価値の生産方法を特殊的生産方法として区別されるのである。機
械の採用により単純労働が導入されるということは，労働力の価値の低下を
直接的に惹起するものではないのである。単純労働が社会的，支配的な意義
を獲得することにおいてのみ労働力の価値低下を言うことができるのであ
る。そこでは，労働力の価値低下が労働の簡単化と消費財価値の低下の両面
において惹起されるとされ，その区別を問題にされているのであるが，相対
的剰余価値の概念規定においては区別は存しないものといえよう。
　ところで，マルクスは，特別剰余価値の発生について次の様に指摘してい
る。特別剰余価値とは，商品の個別的価値とその社会的価値との差であり，
そのような差額が発生するのは，労働生産性の上昇によって前と同じ時間で
より多くの商品量を生産することができるようになったために，「新価値が
2倍の生産物に割り当てられる」ことになり，「生産手段が生産物に転化さ
れる時に，1個分の生産手段には，今度は，以前のようにまる一労働時間で
はなく，たった半労働時間が付加される」（Kap．1．332）ことになるからで
ある。かくて，「この商品の個別的価値は，今やその社会的価値よりも低い」
（Kap．1．332）ものとされるのである。
一72一
相対的剰余価値の生産方法について　73
　この場合，低下した単位商品当りの価値（＝個別的価値）が従来通りの社
会的価値の水準において評価されることによって特別剰余価値が取得される
ことになったのである。即ち，低下した個別的価値が従来通りの水準の社会
的価値として評価されるというそのことによって特別剰余価値が発生したと
いうことである。しかし，この限りでは必要労働の短縮によって剰余労働が
増大したということにはならない。それにもかかわらず，マルクスは，続け
て「しかし，この場合でも，剰余価値の生産の増大は，必要労働時間の短縮
とそれに対応する剰余労働の延長から生ずる」（Kap．1．333）として，次の
様に説明しているのである。
　「例外的な生産力をもつ労働は，数乗された労働として作用」し，「同じ時
間で同種の社会的平均労働よりも高い価値を作り出す」のである。「ところ
が，我々の資本家は，労働力の日価値としては相変らず5シリング（前と同
じ賃金）しか支払わない」のであるから，「改良された生産様式を用いる資本
家は，そのほかの同業資本家に比べて，1労働日中のより大きい1部分を剰
余労働として自分のものにする」（Kap．1．334）ことができる。
　ここでは，特別剰余価値の発生根拠が「例外的な生産力をもつ労働」に
よってより多くの価値が形成されながら，そのような労働に対しての支払い
が「同種の社会的平均労働」のそれと同じままであるということに求められ
ているのである。それ故，特別剰余価値の発生根拠について二様のものが論
じられているのである。前者では，特別剰余価値は，社会的評価機構を媒介
することによって発生するものとされているのであり，後者においては，
「例外的な生産力をもつ労働」がより大なる剰余価値を生み出したことにお
いて特別剰余価値が発生したものとされているのである。この両者をどのよ
うな関係におけるものとして把握するかは論争のあるところである。ここで
は，価値形成の点からのみ簡単に指摘しておく。
　労働生産性の上昇とは「1商品の生産に社会的に必要な労働時間を短縮」
することであり，「より小量の労働により大量の使用価値を生産する力を与
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えるような労働過程における変化」（Kap．1．329）のことである。
　労働日と労働強度が不変の場合，労働の生産性の上昇によって，生産され
る生産物量が増大するが，常に同じ価値量が形成されるのである。労働の生
産力は，1単位商品の価値に影響するが1単位時間内に生産される価値量に
は影響しないのである。それ故に，「例外的な生産力をもつ労働」であるとは
いえ，労働強度が不変であり，そのような労働力が支出する労働量は同一で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユあるとされねばならないのであり，所与の労働時間においては「同種の社会
的平均労働」と同じ価値量しか形成しないものとされるのである。それは
「労働力の価値」が低下し，必要労働が短縮されたために剰余労働が増大し
たということではなく，労働力の価値は同一でありながら，より多量に使用
価値が形成されたために新たな商品の個別的価値が低下したのであり，個別
的価値が低下しているにも関わらず，それに対する社会的評価としては以前
と同じ水準であるということによって個別資本の取得する剰余価値が増加し
たということなのである。労働が「例外的な生産力」をもっということは，
所与の時間により多くの価値を形成しうるということではなく，より多くの
使用価値を生産しうるということである。特別剰余価値の生産においては直
接的には労働力の価値の低下は問題ではないのである。労働力の価値低下を
伴わずに行なわれる剰余価値の生産とは，概念的には相対的剰余価値の生産
ではありえないのである。
（皿）相対的剰余価値の生産における諸契機
　相対的剰余価値の生産は，労働生産性の上昇によって行なわれるのであ
り，それは，労働過程の技術的条件と社会的条件の変革によって惹起され
る。ここでは，この労働過程の変革の契機の連関性を問題にしてみよう。
　《労働過程》
　エンゲルスは，労働について「労働は，人間生活全体の第一の基本条件で
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あり，しかもある意味では，労働が人間そのものをも創造したのだ，といわ
なけれぽならないほどに基本的な条件なのである」ωとした。「労働が人間そ
のものをも創造」するということは，労働を通して，「自分自身の自然（天
性）を変化させる」（Kap．1．185）ということである。労働は，人間が合目
的的に人間の肉体に属する自然力，腕や脚，頭や手を動かす運動であるが，
その労働を通して人間が自分自身を作り上げ，人間として生成するというこ
とである。人間が「生成しつつある人間」（2）であることにおいて，他の動物と
決定的に相違することになるのである。しかし，労働がそのような人間の発
生と成長そのものに関わる基本的条件として規定されるのは，それが同時に
「あらゆる富の源泉」であることによるものである。
　労働とは，「人間と自然との間の一過程」であり，人間が自然に対して働き
かけることである。人間は，労働によって自分の欲望に適合するように自然
的なものの形態変化を引き起こすことによってその目的を実現するのであ
り，「自分と自然との物質代謝を自分自身の行為によって媒介し，規制し，制
御する」（Kap．1．185）のである。その意味において，労働は，「人間に
とって本来人間として生きる営みと切り離せない」（3）活動なのである。
　この人間労働そのものが行なわれ，人間と自然との物質代謝の過程が労働
過程である。即ち，労働過程とは，「使用価値をつくるための合目的的活動で
あり，人間の欲望を満たすための自然的なものの取得であり，人間と自然と
（1）エンゲルス「猿が人間化するにあたっての労働の役割」rマルクス・エンゲルス全集』
　第20巻，482頁。
（2）同前，485頁。又，内田義彦氏は，次の様に指摘されている。「人間は，生まれてか
　ら，刻々，現在においても，労働の営みの中で，より完成した存在になってゆく。たえ
　ず一個人としても世代としても一自分自身の制限を越えてより深く自分になってゆ
　く。一瞬もとどまらないところに人間という特殊な動物の本性がありますが，どこで変
　化が起こるかといいますと，根源的に労働過程である。外界へ働きかけてものを作り環
　境を作り変えるこどを通じてしか人問になれない」（r資本論の世界』岩波新書，1966
　年。100頁）。
（3）内田，前掲書，110頁。
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の間の物質代謝の一般的条件であり，人間生活の永久的自然条件」（Kap．
1．192）である。かかる意味において，労働過程は，社会的生活の「どの形
態からも独立なものであり，むしろ，人間生活のあらゆる社会形態に等しく
共通なもの」（Kap．1．192）であり，「歴史貫通的」（4）とされるのである。即
ち，ここで労働過程を考察するということば，「どんな特定の社会的形態か
らも独立」（Kap．1．185）なものとしてであり，如何なる社会的生産過程に
も共通するものとしての労働過程を問題にするということである。そこで
は，労働それ自体の根源類規定性を明確にし，労働過程を構成する諸契機の
うち，より基本的な諸契機を摘出し，それら諸契機の間の関係を明確にする
ことが試みられているのである。換言すれぽ，労働とは本来人間の主導にお
いて行なわれるということ，しかし，同時にそれが何らかの媒介においての
み行なわれるとすれば，その労働と媒介の手段との基底的関係を明らかにす
ることが必要なのであり，そのためには社会的生産過程の具体的形姿を捨象
することが必要とされたのである。
　労働過程を構成する基本的契機は，合目的的な活動又は労働そのもの，労
働対象，労働手段の三者である。労働過程では「人間の活動が労働手段に
よって一つのあらかじめ企図された労働対象の変化を引き起こす」（Kap．
1．186）ことになるのである。
　労働対象とは「労働の投入を受ける物的基体，労働を吸収する基体」⑤のこ
とであり，この労働対象が労働によって媒介され，変化を受ける時，それは
原料と呼ばれるのである。労働手段とは「労働者によって彼と労働対象との
間に入れられて，この対象への彼の働きかけの導体として彼に役立つ物又は
諸物の複合体」（Kap．1．187）（6）として規定されるものである。労働過程が
ある程度発達した段階では，「労働者が直接に支配する対象は，労働対象で
（4）同前，81頁。
（5）田辺振太郎『技術論』青木書店，1960年。29頁。
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はなく，労働手段」（Kap．1．187）であるとされる。労働手段は，一方では
労働する人間に，他方では労働の投入を受ける労働対象に結び付くものであ
り，「労働の労働対象への投入を実現させる役割を担うもの」のである。それ
故，労働手段は，労働編成の形式を規定し，労働過程の具体的内容を直接的
に支配することになるのである。
　マルクスは，「労働手段の使用と創造」は，「人間の労働過程を特徴づける
もの」（Kap．1．188）であり，「何が作られるかではなく，どのようにし
て，どんな労働手段で作られるかが，種々の経済的時代を区別する」ことに
なるのであり，「労働手段は，人間的労働力の発達の測度器であるだけでな
く，労働がその中で行なわれる社会的諸関係の表示器でもある」（Kap．1，
188）としている。労働は，「その利用する労働用具の如何によって，組織さ
れ方も分けられ方も異なる」（8）ことになるのである。
　労働手段には，「機械的労働手段」と「容器的労働手段」との二種類があ
る。前者は，「全体として生産の骨格・筋肉系統と呼ぶことのできる」労働手
段であり，後老は，「労働対象の容器として役立つだけでその全体を一般的
に生産の脈管系統と呼ぶことのできる」労働手段である。このうちでも，「機
械的労働手段」は，「ある一つの社会的生産時代の遥かに決定的な特徴を表
わす」（Kap．1．188）ものである。それ故，生産様式の変革を問題にする場
合，「機械的労働手段」におけるどのような変化が新たな産業の登場を可能
にし，既存産業における生産様式の変化を惹起する起動力となるのかを考察
（6）ここでのマルクスの労働手段の規定について，坂本賢三氏は，次の様に指摘さてい
　る。労働手段とは，①「物的」なもの，②「一方で労働する人間と結び付き，他方で労
　働対象に働きかけるもの」，③「導体」とは，内容において入力を伝導し，動力を伝え，
　形式においては制御，管理するもの，④「活動」とは，対象に働き掛けこれを変化させ
　　　　　　　　　　　　　　　　　り　るということ，⑤労働する人間に役立つ，ということ，これらの諸特徴を示すものであ
　る。「労働手段の論理構造」r経済学論集』（桃山学院大）5－4，4～8頁。
（7）田辺，前掲書，35頁。
（8）マルクスr哲学の貧困』国民文庫，180頁。
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することが必要となるのである。
　ところで，労働過程における労働手段の規定的性格とは，人間労働が如何
に意識的であり，合目的的であるとしても，それを基本的に制約するものが
労働手段であるということである。労働過程において労働が第1次的である
としても，その労働の内容を大きく制約するものが労働手段なのである。そ
の意味において労働内容が労働手段によって規定されるとされるのである。
然るに，鳥居廣氏は，道具と機械では，労働編成に対する関係の仕方が相違
するとされている。
　「工程はマニュファクチュアにあっては労働の社会的諸条件である分業・
協業に規定されるものである。機械制生産においては，道具は機械の道具，
道具機に転化を遂げており，工程は，明らかに機械の体系に規定され，客観
的な分割原理に従うが，マニュファクチュアの工程は，かならずしも道具と
しての労働手段によって一方的に規定されているわけではない。機械と道具
はともに生きて働く労働過程にあって労働手段ではあっても，労働主体との
関係は全く異なる。機械の働きは労働の仕方・様式を規定するが，道具の働
きは労働主体の手につかまれ，労働の主体的契機としての労働そのものと相
互規制的である」。（9）
　ここで鳥居氏がマニュファクチュアにおける工程は分業と協業によって規
定されるとされているのは，かって，武谷三男氏が「このマニュファクチュ
アにおける分業の徹底は，次いで労働手段に化する可能性を用意し，動力機
と加工機との分離が行なわれることによって産業革命が出現する」㈹とされ
（9）鳥居廣「批判的視角からみた技術の一m理一労働手段体系説と適用説について一」東京
　唯物論研究会編『戦後思想の再検討』白石書院，1986年。235～6頁。それ故，鳥居氏
　は，マルクスの「機械の発達」についても「機械の体系化，機械の自動体系化として，
　技術論的視点と分業論的視点との複眼的な展開になっているが，この体系の意味する
　ものが，社会的諸条件を意味するものであることを見失ってはならない」（239頁）とさ
　れるのである。
（10）r武谷三男著作集』①，135頁。
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たことによるのである。しかし，工程とは「労働対象が生産物となるまでに
通過する段階」のことであり，この「段階が幾つに区切れるかは，ひとえに
労働手段の量と質，ことに道具の分化・特殊化にかかっている」（ll）ものとす
れば，マニュファクチュアにおいてもその分業関係を基本的に規定するもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Yは，「道具の分化と専門化」に求められねぽならないものといえよう。労働者
が主体的に道具を使用するとはいえ，その道具の完成度によって，労働の内
容が規定されているのである。
　《労働編成の形態一協業と分業一》
（A）協業
　労働編成の形態を基本的に規定するのは労働手段であるが，労働編成の形
態の基底に存するのは協業である。労働編成は，自律的に発展するものでは
なく，技術の水準と構造に従って，労働手段の体系に照応して規定されるの
である。資本制生産における労働編成は，協業と（技術的）分業とを基本的
形態としながら労働手段に規定されて発展し，特殊的・歴史的な形態をなす
に至るのである。
　協業とは，「同じ生産過程で，又は同じではないが関連する幾つかの生産
過程で，多数の人々が計画的に一緒に協力して労働するという労働の形態」
（Kap．1．340）のことであり，「多数の手工業者」が「同じ作業場で働かさ
れる」（Kap．1．353）ということである。協働関係において生産が行なわれ
るということは，協業における個々の労働は直接的に社会的性格をもつもの
として現われることを意味している。労働過程の問題として協業を見れば
「多数の分散している相互に独立な個別的労働過程」を「一つの結合された
社会的労働過程」（Kap．1．346）に転化させるということである。生産様式
になんらの変化がないものとしても，「比較的多数の労働者を一纏めにする」
　　　　　　　　　　　　　　　　’
（Kap．1．378）というそれだけのことによって，「労働過程の対象的諸条件
（11）中村静治『技術論入門』有斐閣，1977年。58頁。
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に一つの革命をひき起こす」（Kap．1．339）ことになるのであり，一定の生
産力上昇効果を生み出すのである。それ故，「協業の規模の拡大」（Kap，1．
657）によって，更には「労働過程の協業的形態が益々大規模になる」（Kap．
1，803）ことによって，労働生産性の上昇を惹起させうるのである。この生
産様式の変化を伴うことなく生産力の上昇を惹起することに協業の生産性に
おける基本的形態としての意義が存するのである。
　マルクスは，協業は「歴史的にも概念的にも資本主義鶴山産の出発点」
（Kap．1．337）であり，「協業の最も単純な姿態そのものは，その一層発展
した諸形態とならんで特殊な形態として現われるとはいえ，協業は常に資本
主義的生産様式の基本形態」（Kap．1．351）であるとしている。資本主義的
生産様式の基本形態を協業に求めるということは，資本制生産における生産
力の発展の基本的視角を「労働過程の協業的性格」（Kap．1．4G4）に設定す
るということなのである。「分業に基づく協業」がマニュファクチュアとい
う歴史的形態を見出し，「機械」が機械細大工業という歴史的形態を見出す
のに対して，協業は，歴史的形態としては初期の資本制生産に見られる「比
較的大規模な生産と一致する」だけであり，「資本主義的生産様式のある特
別な発展期の固定した特徴的な形態を成すものではない」（Kap．1．351）と
されるのであるが，そのことはまさしく協業の生産力発展における基礎的性
格を示したものである。（12＞’（13）
　生産過程における協業の基礎的性格とは，協業が本来的にもつ「作業の統
一性」ということであり，作業において「一つの技術的な統一」（Kap．1．
（12）西堀文隆氏は，協業を「社会的労働の生産力として発揮する単位」（52頁）として規定
　されているが，それは，この「結合労働」のことである。西堀文隆「資本主義における
　協業に関するノート」r経済学論集』（龍谷大）12一　3／4。
（13）戸木田氏は，機械制大工業を「資本主義的協業の最高の形態」として規定されている
　が（戸木田，前掲書，256頁。），それには若干の問題を残すものといえよう。それは現代
　のオートメーションを機械の新たな発展段階としてではなく，機械制大工業の最高の
　発展形態として規定するということをも意味するからである。
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396）が存するということである。それ故，「分業によって特殊化された協
業」（Kap，1．404）＝技術的分業において，更には機械体系における労働編
成そのものが基本的には協業に求められねばならないのである。（14｝
　協業は，その作業の性格によって二様に規定される。その第一は，「個別労
働者の力の機械的合計」による協業であり，もう一つは，「分割されていない
同じ作業で同時に多数の手が一緒に働く」ことによる協業である。前者は，
その規模が大きくなるにつれて，「労働の分割」（Kap．1．353），作業の分担
として生産工程が分解することになるのである。これに対して，後者は，「結
合労働」のことであり，それによって「結合労働日の特殊な生産力」（Kap．
1．345）がもたらされることになり，「多くの力が一つの総力に融合するこ
とから新たな潜勢力」（Kap．1．341）が生ずるとされるのである。そのよう
な「結合労働」は，その労働の単位＝生産機構においては，直接的に社会的
労働として規定されるものである。「結合労働」においては，「協業による個
別的生産力の増大だけではなく，一つの生産力の創造が行なわれている」の
であり，「この生産力はそれ自体として集団力であるよりほかはない」
（Kap．1．341）のである。マルクスe＃　，この「結合労働」の規定に関連し
て，「他人との計画的な協働のなかでは，労働者は彼の固体的制限を脱して，
彼の種族能力を発揮する」（Kap．1．345）としている。この「種族能力」が
創造されることにおいて「結合労働」は，「個別労働者の力の単なる機械的合
計」とは「本質的に相違している」（Kap．1．341）のである。
　ところで，労働が直接的に社会的に行なわれる場合，そこには個別的諸活
動の調和を媒介するために「一つの指図」を必要とするのである。「一つの指
（14）仲村正文氏は，「労働の社会的性格」の問題として，「人間の本質をなす労働は本来的
　には社会的活動なのであり，それは，共同労働（社会的労働）＝協働して，人間と自然
　とを媒介する行為である」（110頁）とされている。「労働の社会的性格」を与える物的基
　盤が労働過程総体の協業的性格に求められるのである。「資本の蓄積と労働の社会化」
　『経済』1976年10月号。
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図」によって「個別的諸活動の調和が媒介され，生産地の独立の諸器官の運
動とは違った生産体全体の運動から生ずる一般的な諸機能が行なわれる」
（Kap．1．346）ことになるのである。「作業の統一性」を維持するために，
指揮，監督が必要となるのであり，生産過程の協業的性格が強まれば強まる
ほどそこでは「一つの指図」のもつ重要性が増すのである。
　労働者が本来的にもつ「物質的生産過程の精神的な諸能力」とは，いわゆ
る全労働過程に対しての管理機能のことであるが，その機能がマニェファク
チュアにおいては，労働者の部分労働者への転化によって失なわれることに
なる。マルクスは，この「精神的な諸能力」の分離過程は，マニ＝ファク
チュアにおいてはf労働者を不具にして部分労働者にしてしまう」ことに
よって「発展」し，機械制止工業においては「科学を独立の生産能力として
労働から切り離」すことにおいて「完結」（Kap．1．379）するとしている
のである。それは機械制大工業においては，マニュファクチュアにおいて特
殊化された部分労働の廃棄される技術的条件が生れるということである。
（B）協業に基づく分業＝マニュファクチュア的分業
　協業が一定程度発展すると「分業に基づく協業」＝技術的分業が生じる。
この分業は，協業の発展したものであり，特殊化された協業である。それは
マニュファクチュアにおいてその歴史的形態を見出すのである。マニェファ
クチュアとは，「人間をその諸器官とする一つの生産機構」（Kap．1．354）
のことである。マニュファクチュアは，生きた機構としては全体労働者を措
定し，技術としては手工業的技術に基礎付けられた機構なのである。それ
は，手工業に立脚するがゆえに狭隆な技術的基礎を脱却することができない
のであるが，その技術を支える特有な労働の組織が「結合された全体労働
者」（Kap．1．355）である。「生産機構」の中では，各労働者は，部分作業
にのみ従事するので，「部分労働者」に転化され，このような「一面的な部分
労働者」だけから構成されているのが「結合された全体労働者」（Kap．1．
355）なのである。その意味ではマニュファクチュアにおいては「部分労働者
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の直接的協業」（Kap．1．398）が行なわれているのであり，部分労働者が
「社会的労働」として組織されるそのことに社会的生産力発展の一つの根拠
が存するのである。（15）’（16）
　マルクスは，マニュファクチュア的分業＝技術的分業は，「協業の一つの
特殊な種類」なのであって，その利点の多くは「協業の一般的本質」から生
ずるもので，「協業のこの特殊な形態から生ずるものではない」（Kap．1．
355）としている。マニュファクチュアにおける生産力の上昇の基本的契機
は，「マニュファクチュアの一般的協業的性格」（Kap．1．360）にこそ求め
られねばならないのである。
　田辺振太郎氏は，協業と分業の関係について，協業とは「労働編成の具体
的な形態の最も初点的なもの」であり，「後にこれに加えて相異なる仕事が
相異なる個人に分担されるような分化が起こって，いわゆる分業が現われ，
それ以後は協業と分業という二つの基本的な型の組み合わせとして協働即ち
労働編成による生産が営まれてきた」のであり，かくて，「協業と分業という
二つの基本的な型が労働過程の分化として必然的なものとなっている」とさ
れるのである。田辺氏は，協業には分業を伴うものと伴わないものとがある
とはいえ，「労働編成の形態としては，分業を全く伴わない協業というもの
は極めて小規模なもの以外には実在しない」とされ，「分業は協業における
仕事の分担という形で協業の中に根源的に含まれているものが協業の形態の
（15）協業が「労働の分割」を通して，協業に基づく分業，マニュファクチュア的分業に発
　展することについて，分業が繰り返されることによって，特有な利点が明確になり，次
　第に組織的な分業に固まってゆくのであるが，この点を田辺氏は，「分業の後天的な原
　理は再生産の原理にほかならない」とされている。r技術論』青木書店，1960年。124
　頁。
（16）マルクスは，マニュファクチュアの生成は二重的であるとして，それは製品そのもの
　の二重性によるものであるとしている。「独立の部分生産物の単に機械的な合成によっ
　て作られる」製品と，「相互に関連のある一連の諸過程と諸操作とによってその完成姿
　態を与えられる」（Kap，1．358）製品との相違によるものであるということである。
一83一
84
発展によって分化してきたものであるが，この意味で分業は協業の一形態で
あるが，これが労働編成の一形態として分化を遂げた上では，労働における
協力関係が直接的で意識的，計画的である，という意味での協業と相並ぶ形
態として現われることができ，協業を伴わない分業という事象が生じ得
る」（17）とされているのである。
　しかし，協業と分業を共に労働編成の基本的な型として規定した場合，技
術的分業と社会的分業との区別を曖昧にすることになるものと思われる。確
かに，「生産過程をその特殊な諸段階に分解すること」と，「一つの手工業的
活動をその種々の部分作業に分解すること」とは同じことであるが，部分作
業に分解されたとしてもそれらは再び結合されねばならないのであり，その
再結合のされかたにこそ，「両者の本質的相違」が存しているのである。田辺
氏においては，分業に「協業を伴わない分業」と「協業を組み立てている分
業」との二種類があるとされているのである。しかし，前者は，商品交換に
よって媒介される社会的分業を意味するものであり，後者こそが技術的分業
を意味するのである。社会的分業が生産の無計画性において特徴づけられる
のに対して，技術的分業はその反対に生産の計画性と意識性を特徴としてい
るのである。
　《労働手段一機械一》
　マニュファクチュアを技術的に制約したのは労働手段が道具であったこと
によるのであるが，その道具が機械に転化し，機械自大工業が成立したこと
によって，資本制生産は社会的生産をその全範囲にわたって捉えるにいたっ
たのであり，社会的生産をその深奥から変革し，自らの脚で立つことができ
るようになったのである。機械によって，資本は社会的生産を支配し，それ
を編成する主体として自らの存立の基盤を確保するに至ったのである。
　マルクスは，「生産様式の変革aj　，マニュファクチュアでは労働力を出発
（17）田辺，前掲書，130頁。
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点とし，大工業では労働手段を出発点とする」（Kap．1．388）としている。
マニュファクチュアも機械頭大工業も共に労働編成が協業を前提とすること
において異なるところはない。しかし，マニュファクチュアにおいては労働
編成が生産力上昇の要因であり，機械細大工業においては労働手段＝機械の
編成が生産力上昇の要因なのである。
　そこで機械とは何かを明らかにするためには，何が道具から機械への転化
をもたらしたとされるのか，或は道具と機械を区別するものは何かを明らか
にすることが必要である。この道具から機械への発展・転化の問題は次稿に
譲り，ここでは，機械，機械体系，自動機械体系の特徴について簡単に見る
ことにする。
（A）機械の構造
　機械とは，「一時的に多数の同一又は同種の道具を用いて作業し，又その
形態がどうであろうと単一な原動力によって動かされる」ところの「一つの
機構」（Kap．1．393）のことである。発展した機械の基本的構造は，質的に
異なった機能を持つ三つの部分から構成されているのであり，「原動機，伝
動機構，作業機（道具機）」（Kap．1．389）がそれである。（18）
　原動機は，「全機構の原動力として働く」ものであり，それは「それ自身の
動力を生み出す」（＝蒸気機関）か，又は「外部の既成の自然力から原動力を
受け取る」（＝水車，風車）とされるものである。伝動機構は，「非常に多く
の種類の伝動装置から構成され」ていて，「運動を調節」し，必要があれば
「運動の形態を変化させ」，それを「道具機に分配して伝達」するものとして
機能するのである。道具機は，「労働対象をひつつかまえ，目的に応じてそれ
（18）田辺氏は，このように機械を三要素において把握することは，r第一に，この三要素
　は，いずれも技術学的な規定であるということ，第二に，この三要素は，機能の分化に
　よる単能化によって成り立っているということ」に注目する必要があるとされ，r分化
　一単能化一単能化したものの再結合」として道具から機械への発展を跡付けることが
　できるとされている。前掲書，66頁。
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を変化させる」（Kap．1．389～90）作業を行なう。道具機とは「適当な運動
が伝えられると，以前に労働者が類似の道具で行なっていたのと同じ作業
を，自分の道具で行なう一つの機構」（Kap．1．391）なのである。道具機の
役割は，エネルギーを労働対象の加工に適する形の運動に変換することにあ
り，それが制御と呼ばれるものである。この制御が一つの機構として確立
し，自動制御として，客観化するにいたったところに現代の機械とマルクス
の時代の機械との決定的な相違があるのである。
　これら三つの諸契機のなかで原動機と伝動機構は，唯，道具機に運動を伝
えるためのものであるが，道具機は，労働対象に直接的に変化を加えるとい
う意味において生産に際してもっとも基本的な役割を果たすのであり，それ
故，道具機における変革が蒸気機関の改良を促し，更には産業革命の出発点
となったのである。
（B）自動機械体系
　機械は，機械の体系として編成され，更には自動機械体系として生成して
いくのである。その際，マルクスは，「多数の同種の機械の協業」と「機械体
系」とは区別されねぽならないとしている。それは協業と協業に基づく分業
の機械における再現の問題である。
　「多数の同種の機械の協業」の場合には，「一つの製品全体が同じ作業機で
作られ」，「作業機が種々の作業の全てを行なう」（Kap．1．396）のである。
以前には，手工業者が種々の道具を用いて行なっていた全ての作業を今や作
業機が行なうのである。マニュファクチュアにおいては，分割され，順序付
けられて一つの生産工程が形成されたのであるが，機械では各種の道具の組
み合わせによって作動する1台の作業機によって全工程が行なわれることに
なるのである。機械においては「同時に一緒に働く同種の諸作業機」が「空
間的に集合」（Kap．1．396）しているのであり，それは単純な協業の再現で
ある。機械における「単純な協業の再現」とは，部分化された労働者が直接
的に協働関係を形成するということではなく，部分機械の結合を意味してい
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るのであり，それに規定されたものとして労働編成の協業形態が再現するこ
とになるのである。
　これに対して，異種の作業を行なう機械の連鎖によって形成されるもの
は，機械体系とされる。労働対象が「多くの互いに関連する異種の段階過
程」を通過し，これらの諸段階過程が「種類は違うが互いに補足しあう諸道
具の一連鎖」（Kap．1．396）によって遂行されることが，機械体系の成立の
基盤なのである。そこでは「部分作業機の組み合わせ」において機械の体系
が形成されるのである。その場合に，「マニュファクチュアに固有な分業に
よる協業が再現する」（Kap．1．397）ことになる。しかし，そこでの「分業
による協業」を基本的に規定するものは機械の連鎖の体系であり，それに従
属するものとして労働編成が組織されるのである。機械体系においては，
「種々の部分機械が絶えず互いに関連して働くことが，それらの数，大き
さ，速度の間の一定の比率を作り出す」（Kap．1．398）のであるが，その機
械の分業体系に規定されて労働者の分業が編成されるのである。
　機械体系が自動機械体系へと発展する契機について，マルクスは，次の様
に指摘している。
　「機械の体系は，……それが一つの自動的な原動機によって運転されるこ
とになれば，それ自体として一つの巨大な自動装置をなすことになる。しか
し，体系全体は，例えば蒸気機関によって運転されても，個々の道具機
は，……今日でも細糸紡績では必要な運動のように，ある種の運動のために
はなお労働者を必要とするとか，又は，機械の一定の部分が，……その作業
を行なうためには道具のように労働者によって操作されなければならない，
ということもありうる。作業機が，原料の加工に必要な全ての運動を人間の
助力なしで行なう様になり，唯人間の付き添いを必要とするだけになると
き，そこに機械の自動体系が現われる」（Kap．1，398）。　ここで，マルク
スが自動機械体系としているものは，「もっとも完成された姿態における工
場全体」であり，「自動化工場」（Kap。1。441）のことであるが，それを成
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面せしめる条件は，①「一つの自動的な原動機」によって運転されるという
こと，②作業機には依然として労働老が必要であil　，「人間の付き添い」を必
要とするということである。それは，原料の加工の運動において人間が「助
力」することから「付き添い」することに変化することである。それ故，マ
ルクスは，「といっても，細部では絶えず改良を加える余地のあるものでは
あるが。例えば，たった1本の糸が切れても紡績機をひとりでにとめる装置
や，俊の糸巻きの横糸がなくなればすぐに改良自動織機を止めてしまう自動
停止器は，全く近代的な発明である」（Kap．1．398～9）としたのである。
　かくて，マルクスの想定している自動機械体系においては，人間が完全に
排除されるものとはされていなかったのであり，依然として労働者の「付き
添い」が必要であるとされていたのである。それは当時の技術水準からして
人力を全く排除した自動一貫工場というものは想定されえなかったというこ
とである。機械の改良が加えられ，技術が進歩したとしても「人力の付き添
い」自体を排除しえないものとして構想されていたのである。そこに現段階
のコンピューター体系に基づくオートメーション段階との決定的な相違が存
するものといえよう。
（C）機械体系と労働編成
　自動機械体系においては，「全機械設備は，多様な，同時に働く結合された
諸機械の一体系」をなしているのであるが，そのような技術的基盤のゆえに
自動機械体系は，「自動装置の一様な連続的な運動」において，従って「総過
程が連続的」（Kap．1．398）であることにおいて特徴づけられるのである。
それ故，機械体系においては，労働者が自分の運動を自動機械体系の運動に
合わせることが必要となるのであり，更には，「各種の労働者群を各種の機
械の間に配分すること」（Kap．1．442）が必要となるのである。
　近代的工場制度においては，「機械的自動装置そのものが主体」であり，結
合された総労働者，従って社会的労働体としての労働者は，「ただ意識のあ
る器官として，自動装置の意識のない器官と並列させられ，それと一緒に中
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心的動力に従属」（Kap．1．440）させられることになる。即ち機械制大工業
において，労働者は「一つの部分機械に仕えることが終生の専門」（Kap．
1．443）となる。「機械の連続的な均等の運動への労働者の従属」の必要性
のゆえに，「最も厳格な規律」がっくりだされ，「工場全体への従って資本家
への，労働者の絶望的な従属が完成される」（Kap，1．444）ことになる。
　マニュフジクチュア的分業の技術的基礎とは「一人の人間の全身を1生涯
一つの細部作業に縛り付ける」ことにあるのであり，大工業は，その技術的
基礎を廃棄するのであるが，それと同時に，「そのような分業をさらに一層
巨大に再生産する」のである。この機械制大工業のもとでの分業体系の再生
産は，「本来の工場では労働者を一つの部分機械の自己意識ある付属物に転
化すること」によって，「そのほかではどこでも，1部は，機械や機械労働の
まばらな使用によって，又1部は，婦人労働，児童労働，非熟練労働を分業
の新しい基礎として採り入れること」（Kap．1．509～10）によって行なわれ
るのである。
　マルクスは，マニ＝ファクチュアと機械制大工業における労働者の位置付
けについて次の様に指摘している。
　「マニュファクチュアや手工業では労働者が自分に道具を奉仕させ，工場
では労働者が機械に奉仕する。前者では労働者から労働手段の運動が起こ
り，後者ではこの運動に労働老がついていかなけれぽならない。マニュファ
クチュアでは，労働者達は一つの生きた機構の手足になっている。工場では
一つの死んだ機構が労働者たちから独立して存在し，彼等はこの機構に生き
た付属物として合併される」（Kap．！．444）。
　労働者の労働手段に対する関係が「一つの部分道具を扱うことを終生の専
門」とすることから，「一つの部分機械に仕えることを終生の専門」（Kap，
1．443）とすることへと変化するのであるが，その関係が道具においては主
体的であり，機械においては従属的になっているのである。そこでは，関係
が一見逆転しているかのようであるが，マニュファクチュアにおいても労働
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者は資本の支配のもとにおかれていたのであり，資本への従属という条件の
もとでの主体的作業にすぎないのである。
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